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１．概要 

（１）調達件名： 帯広畜産大学で使用する電気（畜産フィールド科学センター） 一式 

（２）供給場所： 帯広畜産大学 

帯広市川西町西３線 19番地 

（３）業種及び用途： 大学（教育・研究） 

（４）供給予定期間： 

令和３年４月１日０時 00分から令和４年３月 31日 24 時 00 分まで（１年間） 

 

    

２．本学の受電設備等 

（１）供給電気方式，供給電圧，周波数，受電方式等 

供給電気方式     交流三相三線式 

  標準周波       50Hz 

  受電電圧（標準電圧） 6,000Ｖ 

  計量電圧（標準電圧） 6,000Ｖ 

  受電方式       １回線受電 

（２）契約電力，予定使用電力 

  契約電力      120 ＫＷ 

（契約電力とは，契約上使用できる最大電力をいい，計量器により計測される値が原

則としてこれを超えないものとする。） 

  予定年間使用電力量 405,474 ｋＷｈ（詳細は，資料３のとおり。） 

（３）電力量の検針方法 

自動検針装置     有 

電力会社の検針方法  遠隔自動検針 

計量器        電力需給用変成器付複合計器（時間帯別・精密級） 

（４）需給地点 

本学構内需給場所に本学が施設した開閉器箱内の北海道電力株式会社の架空引込線と本 

学開閉器電源側接続点 

（５）電気工作物の財産分解点 

    ２の（４）に同じ。ただし，既存の取引用計量装置は北海道電力株式会社の所有である。 

（６）保安上の責任分解点 

   ２の（３）に同じ。 

   

 

３．本学の要求要件 

（１）資料３の予定年間使用電力量の供給能力を有し，安定した電気の供給が可能であること。  

（２） 電力を供給するにあたり，受変電設備を改修等する必要があるときは本学と協議すること。

但し，改修等に係る経費は供給者側の負担とする。 

（３）事故及び障害等が発生した場合に迅速に対応できる体制であること。 

  



４．電気料金の算定 

（１）各月の電気料金の算定方法は，基本料金の力率割引又は割増，電力量料金の燃料費調整は

北海道管内の旧一般電気事業者が定める標準供給条件によるものとする。また，電気事業

者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金については，

北海道管内の一般送配電事業者が定める標準供給条件によるものとする。なお，入札価格

の算定にあたっては，燃料費調整額及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法に基づく賦課金額は考慮しないこととする。 

（２）検針で明らかになった有効電力と無効電力に基づき，力率を算出し、契約電力に対する基

本料金を調整しなければならない。 

（３）契約電力および最大需要電力の単位は１キロワットとし，その端数は小数点以下第１位で

四捨五入する。 

（４）使用電力量の単位は１キロワット時とし，その端数は小数点以下第１位で四捨五入する。 

（５）料金の計算における基本料金，電力量料金は小数第３位を切り捨て，小数第２位まで表示

する。合計金額は１円とし，その端数は小数点以下を切り捨てる。 

（６）経済情勢の激変その他予期することのできない特別の事情又は発電費用等の変動により，

電気料金が不適当となり改訂する必要が生じた場合は，本学と協議の上変更できるものと

する。 

（７）契約電力について，変更する必要があると認められる場合は，本学と供給者間において協

議し変更できるものとする。 

（８）この仕様書に定めのない供給条件については，北海道管内の一般送配電事業者が特定規模

需給に対して定める標準供給条件（基本契約要綱）等をもとに協議するものとする。 

 

 

５．その他 

 （１）本仕様書に記載なき事項については，本学が定める物品供給契約基準および供給者が定

める約款の規定によるものとする。 

 （２）前記の定めによらないものについては，本学と供給者間で協議し決定することとする。 

 

 

６．添付資料 

資料１ 受電施設配置図，畜産フィールド科学センター管理棟電気室平面図 

資料２ 高圧受変電設備単線結線図 

資料３ 令和元年度電力量等実績， 

FSC 予定年間使用電力量（令和２年度予定電力量等実績） 

  資料 4 最大デマンド発生日の負荷曲線（令和２年８月６日） 
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畜産フィールド科学センター受変電設備単線結線図
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機 器 名 称

真空しゃ断器
計器用変圧器

機 器 表

規 格 ・ 摘 要

VF-8CM-D(引出形) 7.2KV 400A 8KA 3ｻｲｸﾙ ｺﾝﾃﾞﾝｻ引外し方式 
6600/110V 50VA

製造年

2010年

備　考

三　菱

製造者

計器用変流器
過電流継電器 MOC-A1V-R　静止型

CD-10ANA 6.9KV 40VA 50/5A
三　菱

三　菱
三　菱

三　菱負 荷 開 閉 器
単 相 変 圧 器 SF-TN形 150KVA 6600/210-105V（高効率）

SCL-EHS1R 7.2KV 200A ｽﾄﾗｲｶ付 G60A 電灯配電盤

負 荷 開 閉 器 三　菱

負 荷 開 閉 器 三　菱

動力配電盤
動力配電盤三 相 変 圧 器

電灯配電盤

将来用

三　菱

三　菱

SCL-EHS1R 7.2KV 200A ｽﾄﾗｲｶ付 G40A
RA-TN形 200KVA 6600/210V（高効率）

2010年

2010年
2010年

2010年
2010年

2010年
2010年

2010年SCL-EHS1R 7.2KV 200A ｽﾄﾗｲｶ付 

100

CT2 100CT6 100

100CT8

CT4 100

高圧受電盤

７．２ＫＶ　４００Ａ

８.０ＫＡ

ＶＣＢ

VTx2 6600/110

ＴＣ

Ｉ

ＤＭ

50VA

RL
LED

ＣＴ×２
50/5A

引出型

幹線番号 容量（kVA） 開閉器（ＡＦ/ＡＴ） 配線サイズ 負　荷　名　称

１０１

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１７５

ＤＭ

ＣＴ×２
1000/5A

ＴＲ　１φ　３ｗ

１５０　ＫＶＡ

６．６ＫＶ

／２１０－１０５Ｖ

１０２１０１

ＬＢＳ
７．２ＫＶ１００Ａ
Ｇ６０Ａ×２

１０３ １０４

１０５ １０６

１０２

１０３

１０４

１０５

ボイラー室

管理棟　既設分電盤　Ｌ－１

車庫・農器具庫

乳製品工場　既設電灯分岐盤

特別管理乾草舎・ﾐﾙｷﾝｸﾞﾊﾟｰﾗｰ

ＥＭ－ＣＥ２２□ －３ＣＭＣＣＢ３Ｐ１００／　７５

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０

１０７

１０８

１０９

１０７

１０９

ＥＭ－ＣＥＴ２５０□　×２

トップランナー（油入）

ＥＢ

38□

ＥＡ・Ｃ ＥＤ
（ＥＬＢ）

ＥＤ

ＴＲ　３φ　３ｗ

２００　ＫＶＡ

６．６ＫＶ

／２１０Ｖ

トップランナー（油入）

３０３ ３０４

３０５ ３０６

３０７ ３０８

３０９ ３１０

ＣＴ×２
1000/5A

３０１

ＬＢＳ
７．２ＫＶ２００Ａ
Ｇ４０Ａ×３

幹線番号 配線サイズ 負　荷　名　称

３０１

３０３

３０４

３０５

３０６

３０７

３０８

３０９

予　備

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　７５

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　７５

１０６

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　７５

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／１００ 繁殖用牛舎電灯

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　５０ 屋外便所

ＲＭＣＢ２Ｐ　５０／　２０ 共同構内電灯

ＥＭ－ＣＥＴ２００□×２

ボイラー室

開閉器（ＡＦ/ＡＴ）

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０

車庫・農器具庫ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　７５

乳製品工場

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０

ﾐﾙｷﾝｸﾞﾊﾟｰﾗｰ・特別管理牛舎搾乳舎･給餌舎・ﾌﾘｰｽﾄｰﾙﾊﾞｰﾝＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５

ＭＣＣＢ３Ｐ４００／３００

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０ 牛舎投入タンク

ＭＣＣＢ３Ｐ４００／２５０ 繁殖用牛舎動力

幹線番号 配線サイズ 負　荷　名　称

Ｇ０１

Ｇ０２

開　閉　器

搾乳舎･ﾌﾘｰｽﾄｰﾙﾊﾞｰﾝ　既設動力盤Ｌ－Ｐ－１

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０ ｽﾗﾘｰｽﾄｱ育成

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／１５０ 飼料製造庫

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／　６０ ＥＭ－ＣＥＴ１４□ 農場外灯制御盤

　発電機接続盤

（屋外防水壁掛型）ＳＵＳ

ＥＭ－ＣＥＴ２００□

38□38□

E1 E2 E3

38□ 38□38□

ハーベストアー

ＯＣ３８□

手動切替器
３Ｐ３００Ａ

容量（kW） 容量（kVA）

管理棟　既設　Ｐ－１３０２

搾乳舎･給餌舎・ﾌﾘｰｽﾄｰﾙﾊﾞｰﾝ

ＤＭ
電子式デマンド
マルチメーター
（パルス発振機能付）

３１０

３１１

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５

予　備

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５ＡＦ

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５

１０８

予　備

電子式デマンド
マルチメーター
（パルス発振機能付）

電子式デマンド
マルチメーター
（パルス発振機能付）

予　備３１１

スペース ＭＣＣＢ３Ｐ２２５ＡＦ

低
圧
電
灯
盤

低
圧
動
力
盤

ＥＭ－ＣＥ１００□－３Ｃ 

Ｇ０１

ＭＣＣＢ３Ｐ４００／３００

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５

手動切替器
３Ｐ３００Ａ

手動切替器
３Ｐ３００Ａ

Ｇ０２

スペース

スペース ＭＣＣＢ３Ｐ２２５ＡＦ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／１００

３０２

スペース

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５予　備

予　備

スペース

スペース

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５ＡＦスペース

スペース ＭＣＣＢ３Ｐ２２５ＡＦ

ＭＣＣＢ３Ｐ２２５／２２５予　備

７．２ＫＶ２００Ａ
（将来用）

ＬＢＳ

ＥＭ－ＣＥ６０□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ６０□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ２２□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ１５０□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ２２□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ２２□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ５．５□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ５．５□ －３Ｃ×２

ＥＭ－ＣＥ３８□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥＴ１００□ 

ＥＭ－ＣＥＴ１００□ 

ＥＭ－ＣＥ１００□－３Ｃ 

ＥＭ－ＣＥ２５０□－３Ｃ 

ＥＭ－ＣＥＴ６０□ 

ＥＭ－ＣＥ１００□－３Ｃ 

ＥＭ－ＣＥ６０□－３Ｃ 

ＥＭ－ＣＥ３８□ －３Ｃ

ＥＭ－ＣＥ２００□－３Ｃ 

ＥＭ－ＣＥＴ１００□ 

ＥＭ－ＣＰＥＥ０．９－２Ｐ

：電力量計（パルス発振機能付） ：電力量計（パルス発振機能付）

接地端子盤

WH

WH WH WH

WH

WH WH

低圧電灯盤 低圧動力盤

ＭＣＣＢ３Ｐ　５０／２０

Ｇ０３

Ｇ０３

１１６

１１６ ３１４

３１４ ＭＣＣＢ３Ｐ　５０／２０

WH

　　　ＣＶＴ３８□ －３Ｃ 車輌消毒装置

　　　ＣＶＴ２２□ －３Ｃ 車輌消毒装置１１３

１１３

６ＫＶ　ＣＶＴ３８

DGR付 VT・LA内蔵
PGS 7.2KV 200A

責財
責任分界点

北海道電力（株）川西変電所12
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令和元年度　FSC電力量等実績

2019/4月 2019/5月 2019/6月 2019/7月 2019/8月 2019/9月 2019/10月 2019/11月 2019/12月 2020/1月 2020/2月 2020/3月 計

1,136 1,090 1,212 1,231 1,335 1,175 1,365 1,305 1,166 1,191 1,227 1,071 1,209

935 876 990 1,038 1,100 941 1,215 1,175 988 1,074 1,050 917 1,025

31,780 32,303 34,135 36,426 39,035 37,695 40,753 37,610 34,185 36,721 33,633 31,655 425,931

※　平均値学内計測器により計量

FSC 予定年間使用電力量（令和２年度予定電力等実績）

2020/4月 2020/5月 2020/6月 2020/7月 2020/8月 2020/9月 2020/10月 2020/11月 2020/12月 2021/1月 2021/2月 2021/3月 計

111 111 111 111 117 117 117 117 117 117 117 117 117

100 96 100 110 117 111 97 100 88 92 89 94 117

昼間 13,340 12,420 17,997 17,884 17,182 17,268 17,574 15,042 13,314 14,863 15,126 14,248 186,258

夜間 7,533 5,847 9,317 8,723 9,271 8,854 9,845 7,944 7,880 7,871 8,010 7,544 98,639

計 20,873 18,267 27,314 26,607 26,453 26,122 27,419 22,986 21,194 22,734 23,136 21,792 284,897

昼間 4,698 6,947 4,764 6,236 7,102 5,961 4,999 6,618 5,113 7,180 5,488 5,960 71,064

夜間 2,319 4,901 3,377 4,227 4,754 4,141 3,554 4,447 3,713 5,426 4,148 4,504 49,513

計 7,017 11,848 8,141 10,463 11,856 10,102 8,553 11,065 8,826 12,606 9,636 10,464 120,577

27,890 30,115 35,455 37,070 38,309 36,224 35,972 34,051 30,020 35,340 32,772 32,256 405,474

※　2021年1月以降は、2020年度実績等より予測値を算定

月間最大電力（KW）

平日

休日

合計

FSC供給

使用量

平日平均

休日平均

FSC供給

 契約電力（KW）

平日昼

46%

平日夜

24%

休日昼

18%

休日夜

12%

電力推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

R2 月別使用量

平日昼 平日夜 休日昼 休日夜

101,366

50,580

74,360 185,591

KW

休日：土日祝祭日

昼：AM8:00～PM22:00 夜：PM22:00～AM8:00
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令和３年２月 

国立大学法人帯広畜産大学 
  



入札説明書- 1 - 

入 札 説 明 書 

 

国立大学法人帯広畜産大学の調達契約に係る入札公告（令和３年２月５日付け）に基づく入札等について

は，国立大学法人帯広畜産大学会計規則（平成１６年規則第２号），国立大学法人帯広畜産大学契約事務取

扱規程（平成１６年規程第９０号）（以下「取扱規程」という。），国立大学法人帯広畜産大学物品供給契

約基準（平成２２年基準第４号）（以下「契約基準」という。）及び入札公告に定めるもののほか，この入

札説明書によるものとする。 

 

１ 契約担当役等 

（１）契約担当役 国立大学法人帯広畜産大学 事務局長 藤波 豊彦 

（２）所属部局名 国立大学法人帯広畜産大学 

   ◎調達機関番号 415 

（３）所 在 地 〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

   ◎所在地番号 01 

 

２  調達内容 

（１） 品目分類番号 26 

（２） 調達件名及び数量 帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

（３） 調達件名の特質等 本調達に関し契約担当役が入札説明書で指定する内容であること。 

（４） 供給期間  

令和３年４月１日０時 00分から令和４年３月 31日 24 時 00 分まで 

（５） 供給場所 国立大学法人帯広畜産大学畜産フィールド科学センター 

（６） 供給方法 本学の指示する方法により供給すること。（詳細は別紙仕様書による。） 

（７） 入札方法 

    落札者の決定は，最低価格落札方式をもって行う。 

     入札金額は各社において設定する契約電力に対する単価（基本料金単価）及び予定使用電力量に

対する単価（電力量料金単価）を根拠として、あらかじめ本学が仕様書により別途提示する予定契

約電力及び予定使用電力量に基づき算出した総価を記載すること。基本料金単価及び電力量料金単

価の設定に当たっては，小数点以下第３位を切り捨て，第２位までを表示できるものとする。 

なお，落札者の決定は，入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）

をもって落札価格とするので，入札者は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず，見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を記載した入札書

を提出しなければならない。ただし，落札者となるべき者の入札価格によっては，その者により契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき，又はその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは，

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落

札者とする｡ 

（８）入札保証金及び契約保証金 

   ① 入札保証金は免除する。 

   ② 契約保証金は免除する。 

 

３ 競争参加資格 

（１） 競争加入者等が取扱規程第４条及び第５条に規定される次の事項に該当するときは，競争に参加す

る資格を有さない。 

①  契約を締結する能力を有しない者（成年被後見人，被保佐人，被補助人及び未成年者）及び破産

者で復権を得ない者であるとき 

ただし，その者が成年被後見人，被保佐人及び被補助人であって，契約締結のために必要な同意
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を得ている場合並びに未成年者であって，婚姻をしている場合若しくは営業許可を受けている場合

はこれにあたらない。 

②  以下の各号のいずれかに該当し，かつ，その事実があった後，その者について契約担当役が定め

た期間を経過していないとき（その者を代理人，支配人その他の使用人として使用する者について

も同様とする。） 

（ア） 契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件の品質若しくは数量に

関して不正な行為をしたとき 

（イ） 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合

したとき 

（ウ） 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき 

（エ） 監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げたとき 

（オ） 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき 

（カ） 前各号のいずれかに該当する事実があった後，契約担当役が定めた期間を経過しない者を，

契約の履行に当り，代理人，支配人その他の使用人として使用したとき 

（２） 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は本学が認定した競争参加資格において令和３年度に北海

道地域の「物品の販売」のＡ，Ｂ，又はＣ等級に格付けされている者であること。なお，競争参加資

格を有しない競争加入者は，速やかに資格審査申請を行う必要がある。競争参加資格に関する問い合

わせは，令和２年３月 31 日付け号外政府調達第 58 号の官報の競争参加資格に関する公示の別表に掲

げる機関で受け付けている。本学における問い合わせ先は，次のとおり。 

〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

国立大学法人帯広畜産大学経理課 

ＴＥＬ 0155-49-5234 

（３） 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者であること。 

（４） 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律に基づき，国等が排

出する温室効果ガス等の削減を図るため，環境への負担の軽減に対する取組状況により別記１の別添

で定める基準を満たす者であること。 

（５） 入札公告においてアフターサービス・メインテナンスの体制が整備されていることとした場合にあ

っては，当該体制が整備されていることを証明した者であること。 

（６） 本件調達の入札において，「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22年法律第

54 号。以下「独占禁止法」という。）に違反し，価格又はその他の点に関し，公正な競争を不法に阻

害するために入札を行った者でないこと。 

（７） 契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

４ 入札書の提出場所等 

（１） 一般競争入札参加届出書，入札書並びに入札公告及び入札説明書に示した業務を履行できることを

証明する資料（以下「履行できることを証明する資料」という。）の提出場所，契約条項を示す場所

並びに問い合わせ先 

〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

国立大学法人帯広畜産大学経理課契約係 原崎 眞弥 

ＴＥＬ 0155-49-5249 

（２） 入札書の受領期限 令和３年２月１８日（木）１７時００分 

（３） 入札書の提出方法 

①  競争加入者等は，別冊仕様書，契約書（案）及び取扱規程並びに契約基準を熟覧のうえ入札しな

ければならない。この場合において，当該仕様書等に疑義がある場合は前記４の（１）に掲げる者

に説明を求めることができる。 

②  競争加入者等は次に掲げる事項を記載した別紙様式２の入札書を作成し，直接に提出する場合は

封書に入れ封印し，かつ，その封皮に氏名（法人の場合は，その名称又は商号）及び「令和３年２

月２２日開札〔帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター）〕の入札書在中」

と朱書しなければならない。 
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（ア） 調達件名 

（イ） 入札金額 

（ウ） 競争加入者本人の住所，氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押

印 

（エ） 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は，その名称又は商

号及び代表者の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印 

③  郵便（書留郵便に限る。）又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99

号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者に

よる同条第２項に規定する信書便（書留郵便に準ずるものに限る。）により提出する場合は二重封

筒とし，表封筒に「令和３年２月２２日開札〔帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド

科学センター）〕の入札書在中」と朱書し，中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等

を朱書し前記４の（１）宛に入札書の受領期限までに送付しなければならない。 

なお，テレックス，電報，ファクシミリ，電話その他の方法による入札は認めない。 

④  競争加入者等は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分について押印をしておかな

ければならない。 

⑤  競争加入者等は，その提出した入札書の引換え，変更又は取消しをすることができない。 

（４） 入札の無効 

入札書で次の各号のいずれかに該当するものは，これを無効とする。 

① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの 

② 調達件名及び入札金額のないもの 

③  競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のない又

は判然としないもの 

④  代理人が入札する場合は，競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者

の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のない又は判然としないもの

（記載のない又は判然としない事項が，競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号

及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示である場合には，正当な代理であることが代理委

任状その他で確認されたものを除く。） 

⑤  調達件名に重大な誤りのあるもの 

⑥  入札金額の記載が不明確なもの 

⑦  入札金額の記載を訂正したものでその訂正について印の押してないもの 

⑧  入札公告及び入札説明書において示した入札書の受領期限までに到達しなかったもの 

⑨  入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなかった者の提出し

たもの 

⑩  独占禁止法に違反し，価格又はその他の点に関し，公正な競争を不法に阻害したと認められる者

の提出したもの（この場合にあっては，当該入札書を提出した者の名前を公表するものとする。） 

⑪  その他入札に関する条件に違反したもの 

（５） 入札の延期等 

競争加入者等が相連合し，又は不穏の挙動をする等の場合であって，競争入札を公正に執行するこ

とができない状況にあると認められるときは，当該入札を延期し，又はこれを廃止することがある。 

（６） 代理人による入札 

①  代理人が入札する場合は，入札時までに別紙様式３の代理委任状を提出しなければならない。 

②  競争加入者等は，本件調達に係る入札について他の競争加入者の代理人を兼ねることができない。 

（７） 開札の日時及び場所 

令和３年２月２２日（月） 14 時 00 分 

国立大学法人帯広畜産大学本部棟２階中会議室 

 

（８） 開札 

①  開札は，競争加入者等を立ち会わせて行う。ただし，競争加入者等が立ち会わない場合は，入札

事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 
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② 開札場には，競争加入者等並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）

及び上記①の立会職員以外の者は入場することはできない。 

③  競争加入者等は，入札執行者の執行宣言後においては，開札場に入場することはできない。 

④  競争加入者等は，開札場に入場しようとするときは，入札関係職員の求めに応じ，身分証明書を

提示又は名刺等を提出しなければならない。この場合，代理人が前記４の（６）の①に該当する代

理人以外の者である場合にあっては，代理委任状を提出しなければならない。 

⑤  競争加入者等は，契約担当役が特にやむを得ない事情があると認められる場合のほか，開札場を

退場することはできない。 

⑥ 開札場において，次の各号のいずれかに該当する者は当該開札場から退去させる。 

（ア） 公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 

（イ） 公正な価格を害し又は不正の利益を得るために連合した者 

⑦  開札をした場合において，競争加入者等の入札のうち，予定価格の制限に達した価格の入札がな

いときは，再度の入札を行う。この場合において，競争加入者等のすべてが立ち会っている場合に

あっては直ちに，その他の場合にあっては別に定める日時において入札を行う。 

 

５ その他 

（１） 契約手続きに使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

（２） 競争加入者等に要求される事項 

①  この一般競争に参加を希望する者は，別紙様式１の一般競争入札参加届出書，封印した入札書及

び別封の履行できることを証明する書類並びに前記３の競争参加資格を有することを証明する書類

（以下「競争参加資格の確認のための書類」という。）とともに，前記４の（２）の入札書の受領

期限までに提出しなければならない。 

②  競争加入者等は，開札日の前日までの間において，契約担当役から履行できることを証明する書

類及び競争参加資格の確認のための書類その他入札公告及び入札説明書において求められた条件に

関し，説明を求められた場合には，競争加入者等の負担において完全な説明をしなければならない。 

③  競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については，すべて当該競争加入

者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

（３） 競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

①  競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類は別記１により作成する。 

②  資料等の作成に要する費用は，競争加入者等の負担とする。 

③  契約担当役は，提出された書類を競争参加資格の確認及び入札公告並びに入札説明書に示した業

務を履行できるかどうかの判断以外に競争加入者等に無断で使用することはない。 

④  一旦受領した書類は返却しない。 

⑤  一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

⑥  競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記載をしたと判断

される場合には，入札公告及び入札説明書に示した業務を履行できるかどうかの対象としない。 

（４） 落札者の決定方法 最低価格落札方式とする。 

①  前記４の（３）に従い書類・資料を添付して入札書を提出した競争加入者等であって，前記３の

競争参加資格及び入札説明書において明らかにした要求要件をすべて満たし，当該競争加入者等の

入札価格が，取扱規程第１６条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った競争加入者等を落札者とする。 

②  落札者となるべき者が二人以上あるときは，直ちに当該競争加入者等にくじを引かせ，落札者を

決定するものとする。また，競争加入者等のうち出席しない者又はくじを引かない者があるときは，

入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

③  契約担当役は，落札者を決定したときは，その日の翌日から７日以内に，落札者を決定したこと，

落札者の氏名及び住所並びに落札金額を，落札者とされなかった競争加入者等に書面により通知す

る。 

④  落札者が，指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは，落札者の決定を取り消すもの

とする。 
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（５） 手続における交渉の有無 無 

（６） 契約書の作成 

① 競争入札を執行し，契約の相手方が決定したときは，契約の相手方として決定した日から７日以

内（契約の相手方が遠隔地にある等特別の事情があるときは，指定の期日まで）に契約書の取り交

わしをするものとする。 

② 契約書を作成する場合において，契約の相手方が遠隔地にあるときは，まず，その者が契約書の

案に記名押印し，更に契約担当役が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名押印するものとする。 

③ 上記②の場合において，契約担当役が記名押印したときは，当該契約書の１通を契約の相手方に

送付するものとする。 

④ 契約担当役が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ，本契約は確定しないものとす

る。 

（７） 支払条件 

    代金の支払いは毎月払いとし、各月毎の使用量の検針後、次項（８）の検査を終了した後に、適正

な請求書を受理した日から４０日以内に支払うものとする。 

（８） 調達件名の検査等 

①  落札者が入札書とともに提出した業務を履行できることを証明する書類の内容は，仕様書と同様

にすべて検査等の対象とする。 

②  落札者が提出した納入できることを証明する書類について虚偽の記載があることが判明した場

合には，落札者に対して損害賠償等を求める場合がある。 

 

【添付書類】 

別記１   競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

別紙様式１ 一般競争入札参加届出書 

別紙様式２ 入札書 

      基本料金，使用電力量料金，及びその他の料金項目を含む入札金額総価を記入すること。 

別紙様式３ 代理委任状 

 別冊 仕様書 

 別冊 契約書（案） 

 参考見積書 基本料金，使用電力量料金は税込み単価を記載し，それぞれの予定数量に乗じて得た総価も

記載すること。 

 次に掲げる基準類は，帯広畜産大学ホームページより入手することができる。 

  http://www.obihiro.ac.jp/ 

  トップメニュー「大学紹介」→「方針」→「帯広畜産大学規則集」 

  ・国立大学法人帯広畜産大学会計規則 

  ・国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程 

  ・国立大学法人帯広畜産大学物品供給契約基準 

 

 

  

http://www.obihiro.ac.jp/
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別記１ 
 
 

競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

 

 

１ 競争参加資格の確認のための書類 

（１）  令和３年度の参加資格認定通知書（全省庁統一資格又は本学資格）の写し・・・・・１部 

（２）  小売電気事業の登録を受けている者であることの証拠書類の写し・・・・・・・・・１部 

（３）  入札説明書３の（４）に定める基準を満たすことを証明（別添参照）・・・・・・・１部 

適合証明書＜様式１＞ 

（４）  障害支援体制に関する資料（様式任意）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

（電気供給に障害が発生した場合のサービス体制図を記載すること。） 

 

２ 供給できることを証明する書類 

（１） 電気を安定的に供給できることを証明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

安定供給証明書＜様式２＞ 

（２） 一般電気事業者と接続供給が可能であることを証明・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

接続供給契約証明書＜様式３＞ 

（３） 供給予定電力の概要説明書（様式任意・様式４により例示）・・・・・・・・・・・・４部 

（供給条件等を数値および具体的な表現で記載すること。） 

（４） 電気供給の約款を定めている場合は，それを証明する書類・・・・・・・・・・・・・４部 

 

３ その他の書類 

（１） 契約実績表＜様式５＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

（２） 参考見積書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 
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様式１ 

令和 年 月 日 

 

適 合 証 明 書 

 

国立大学法人 帯広畜産大学 御中 

 

住 所 

氏 名 

代表者                印 

 

 

下記のとおり相違ないことを証明します。 

１．直近１年間の状況 

項目 自社の値 点数 合計点 適・否 

① 令和元年度１kWh当たりの二酸化炭素排出係数（調

整後排出係数）（単位：kg-Co2/kWh） 
  

  

② 令和元年度の未利用エネルギー活用状況     ％  

③ 令和元年度の再生可能エネルギー導入状況 ％  

④ 需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供

の取組 
  

注１） 得点には，別紙「環境への負担の軽減に対する取組の状況」により算出した値を記載すること。 

注２） 合計点が７０点以上の者を本調達の応札適合者とする。 
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様式２ 

 

安 定 供 給 証 明 書 
 

令和  年  月  日 

 

 

国立大学法人 帯広畜産大学 殿 

 

 

 

 

 

件名         帯広畜産大学で使用する電気（畜産フィールド科学センター） 

            

契約電力           ｋＷ 

 

予定年間使用電力量      ｋＷｈ 

 

供給期間       令和３年４月１日から令和４年３月 31日 

 

 

 

上記納入につきまして弊社は，貴大学の指定する期間，電力を安定的に供給することを証明いたします。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

住 所 

会社名 

代表者                印 
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様式３ 

 

接 続 供 給 契 約 証 明 書 
 

令和  年  月  日 

 

 

国立大学法人 帯広畜産大学 殿 

 

 

 

 

 

件 名  帯広畜産大学で使用する電気（畜産フィールド科学センター） 一式 

 

 

 

 

 

貴学へ電力を供給するために必要な，すべての一般電気事業者と接続供給契約を締結することを証明いた

します。 

また，落札した際には，接続供給契約書（写）を速やかに提出いたします。 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

住 所 

会社名 

代表者                印 
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様式４（例） 

 

供給予定電力の概要説明書 

 
（配電図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（内訳） 

項目 契約電力 供給方法 供給電力 

契約電力 

（自社発電） 

KW ○○株式会社 発電 

火力発電（○○発電所、○○発電所）  

KW 

契約電力 

（他社からの売電） 

KW ○○株式会社 売電 

バイオマス発電 （○○発電所） 

KW 

契約電力 

（他社からの売電） 

KW ○○株式会社 売電 

バイオマス発電 （○○発電所） 

KW 

契約電力 

（予備） 

KW 北海道電力株式会社 売電 

 

KW 

    

 

 

令和  年 月 日 

 

住所  

会社名 

代表者             印 
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様式５ 

 

契 約 実 績 表 

 
 

令和  年 月 日 

 

住所  

会社名 

代表者             印 

 

 

 

 

契約相手方 契約電力 年間電気使用量 契約期間 
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別添 

 

 

環境への負担の軽減に対する取組の状況 

 

１．配点表 

以下の表の基準項目①～④のそれぞれの値から得点を割り出し，①～④の項目の合計の得点が 

７０点を超えていること。 

基 準 項 目 値 得 点 

①令和元年度１ｋＷｈ当たりの 

二酸化炭素排出係数（調整後排出係数） 

 

（単位：kg-CO2/kWh） 

０．０００以上  ０．５５０未満 ７０ 

０．５５０以上  ０．５７５未満 ６５ 

０．５７５以上  ０．６００未満 ６０ 

０．６００以上  ０．６２５未満 ５５ 

０．６２５以上  ０．６５０未満 ５０ 

０．６５０以上  ０．６７５未満 ４５ 

０．６７５以上  ０．７００未満 ４０ 

０．７００以上  ０．７２５未満 ３５ 

０．７２５以上  ０．７５０未満 ３０ 

０．７５０以上  ０．７７５未満 ２５ 

０．７７５以上  ０．８１０未満  ２０ 

０．８１０以上 ０ 

②令和元年度の未利用エネルギー活用状況 

 

０．６７５％以上 １５ 

０％超  ０．６７５％未満 １０ 

活用していない ０ 

③令和元年度の再生可能エネルギー導入状況 

 

７．５０％以上  ２０ 

５．００％以上  ７．５０％未満 １５ 

２．５０％以上  ５．００％未満 １０ 

０％超   ２．５０％未満 ５ 

活用していない ０ 

④重要家への省エネルギー・ 

節電に関する情報提供の取組 

取り組んでいる ５ 

取り組んでいない ０ 
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別添 

環境への負担の軽減に対する取組の状況の各用語の定義 

 

１．令和元年度１ｋＷｈ当たりの二酸化炭素排出係数 

 

 地球温暖化対策推進法に基づき，環境大臣及び経済産業大臣により公表されている令和元年度の二酸化炭

素排出係数。なお，公表されていない場合は，当該事業者が自ら検証・公表した調整後排出係数を用いる

ことが出来るものとする。 

 

 

２．令和元年度の未利用エネルギー活用状況 

 

 令和元年度の未利用エネルギーによる発電電力量（送電量）（ｋＷｈ）を令和元年度の供給電力量（需要

端）（ｋＷｈ）で除した数値 

（算定方式） 
                     令和元年度の未利用エネルギーによる発電電力量（送電端） 

 令和元年度の未利用エネルギーの活用状況（％）＝                          ×１００ 

                            令和元年度の供給電力量（需要端） 

 

① 未利用エネルギーによる発電を行う際に，他の化石燃料等の未利用エネルギーに該当しないものと混

合する場合は，以下の方法により未利用エネルギーによる発電量を算出する。 

ア．未利用エネルギー及び未利用エネルギーに該当しない化石燃料等の双方の実測による燃焼時の熱

量が判明する場合は，発電電力量を熱量により按分する。 

イ．未利用エネルギーの実測による燃焼時の熱量が判明しない場合は，未利用エネルギーに該当しな

い化石燃料等の燃焼時の熱量と当該発電機の効率から未利用エネルギーに該当しない化石燃料等

の燃焼に伴う発電量を算出し，当該数値を全体の発電量から除した分を未利用エネルギーによる

発電分とする。 

 

② 未利用エネルギーとは，発電に利用した次に掲げるエネルギー（他社電力購入に係る活用分を含む。

ただし，一般電気事業者からの購入電力に含まれる未利用エネルギー活用分については趣旨から考慮

し，含まない。）をいう。 

ア．工場等の廃熱又は排圧 

イ．廃棄物の燃焼に伴い発生する熱（「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法（平成２３年度法律第１０８号）（以下「ＦＩＴ法」という。）第二条第４項において

定める再生可能エネルギーに該当するものを除く。） 

ウ．高炉ガス又は副生ガス 

 

③ 令和元年度の未利用エネルギーによる発電電力量には他電気事業者への販売分は含まない。 

 

④ 令和元年度の供給電力量には他電気事業者への販売分は含まない。 

 

３．令和元年度の再生エネルギーの導入状況 

 

 再生可能エネルギーの導入状況は以下の算定式によるもの 

 （算定方式） 

                          ①＋②＋③＋④＋⑤ 

令和元年度の再生可能エネルギーの導入状況（％）＝           ×１００ 

                              ⑥ 

 

  ①令和元年度自社施設で発生した再生可能エネルギー電気の利用量（送電端（ｋＷｈ）） 

  ②令和元年度他者より購入した再生可能エネルギー電気の利用量（送電端（ｋＷｈ）（ただし，再生可

能エネルギーの固定買取制度による買取電力量は除く。） 
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  ③グリーンエネルギーCO2 削減相当量認証制度により所内消費分の電力に由来するものとして認証され

たグリーンエネルギーCO2 削減相当量の相当するグリーンエネルギーの電力量（kWh）（ただし,令和

元年度の小売電気事業者の調整後排出係数の算定に用いたものに限る。） 

  ④J-クレジット制度により認証された再生可能エネルギー電気由来クレジットの電力相当量（kWh）（た

だし,令和元年度の小売電気事業者の調整後排出係数の算定に用いたものに限る。） 

  ⑤非化石価値取引市場から調達した固定価格買取制度による再生可能エネルギー電気に係る非化石証書

の量（kWh）（ただし,令和元年度の小売電気事業者の調整後排出係数の算定に用いたものに限る。） 

  ⑥令和元年度の供給電力量（需要端（ｋＷｈ）） 

 

 ア．再生可能エネルギーとは，ＦＩＴ法第二条第４項に定められる再生可能エネルギー源を用いる発電設

備による電気を対象とし，太陽光，風力，水力（３０，０００ｋＷ未満，ただし，揚水発電は含まな

い），地熱，バイオマスを用いて発電された電気とする。（ただし，インバランス供給を受けた電力

に含まれる再生可能エネルギー電気については含まない。） 

 イ．令和元年度の再生可能エネルギー電気の利用量（①＋②＋③＋④＋⑤）には他小売電気事業者への販

売分は含まない。 

 ウ．令和元年度の供給電力量（⑥）には他小売電気事業者への販売分は含まない。 

 

４．需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組 

  

   需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組について，需要家の省エネルギー促進の観点か

ら評価する。 

  具体的な内容として， 

  ・電力デマンド監視による使用電力量の表示（見える化） 

  ・需要逼迫時等における需要家の電力使用抑制に資するサービス（リアルタイム情報の提供，協力需要

家への優遇措置の導入） 

 

  例えば，需要家の使用電力量の推移当をホームページ上で閲覧可能にすること，需要家が設定した最

大使用電力を超過した場合に通知を行うこと，電力逼迫時等に電気所業者側からの要請に応じ，電力の

使用抑制に協力した需要家に対して電力料金の優遇を行う等があげられる。 

なお，本項目は個別の需要家に対する省エネルギー・節電に関する効果的な情報提供の働きかけを評

価するものであり，不特定多数と対象としたホームページ等における情報提供や，毎月の検針結果等，

通常の使用電力量の通知等は評価対象とはならない。 



別紙様式について 

 

別紙様式１ 一般競争入札参加届出書 

別紙様式２ 入札書 

       ①競争加入者本人が入札する場合 

②代理人が入札する場合 

③復代理人が入札する場合 

      入札書記載例 

別紙様式３ 代理委任状 

       ①社員等が入札のつど競争加入者の代理人となる場合 

       ②支店長等が競争加入者の代理人となる場合 

       ③支店等の社員等が入札のつど競争加入者の復代理人となる場合 

別紙様式４ 参考見積書 

 

 

  



 

別紙様式１ 

 

一般競争入札参加届出書 

令和  年  月  日  

 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

 

提出者（競争加入者） 北海道○○市○○－○－○       

           ○○株式会社             

            代表取締役 ○○○○○ 印     

 

 

作成責任者      北海道○○市○○－○－○       

           ○○株式会社             

             ○○部○○課 ○○○○○ 印    

           電話番号：             

           ＦＡＸ番号：             

 

 

令和３年２月  日付けで公告のありました 帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フ

ィールド科学センター）の競争参加について，入札書の提出意志がありますので，届け出

いたします。 

 なお，国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程（平成１６年規程第９０号）第４条

及び第５条の規定に該当するものでないことを誓約します。 

 

 

 

  



別紙様式２（① 競争加入者本人が入札する場合） 

 

入 札 書 

 

業務名  帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

 

入札金額（総価） 

 

金             円也（税抜） 

 

 

項  目 

Ａ 

予定数量 

Ｂ 

単価（税抜） 

Ｃ 

月数 

Ｄ 

力率 

金額（税抜） 

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ 

基本料金 

 契約電力 120 kW  12 0.85    

小計      

予定年間電力量料金 

 平日昼間 186,258  kWh     

 平日夜間 98,639  kWh     

 休日昼間 71,064  kWh     

 休日夜間 49,513  kWh     

小計  405,474  kWh     

合  計（合計は小数点以下切り捨て）  

 

 国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程（平成 16 年規程第 90 号）及び国立大学法

人帯広畜産大学物品供給契約基準（平成 22年基準 4号）を熟知し，仕様書に従って上記の

業務を実施するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札しま

す。 

 

 令和  年  月  日 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

競争加入者 北海道○○市○○－○－○       

      ○○株式会社             

       代表取締役 ○○○○○ 印     

 

 



別紙様式２（② 代理人が入札する場合） 

 

入 札 書 

 

業務名  帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

 

入札金額（総価） 

 

金             円也（税抜） 

 

 

項  目 

Ａ 

予定数量 

Ｂ 

単価（税抜） 

Ｃ 

月数 

Ｄ 

力率 

金額（税抜） 

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ 

基本料金 

 契約電力 120 kW  12 0.85    

小計      

予定年間電力量料金 

 平日昼間 186,258  kWh     

 平日夜間 98,639  kWh     

 休日昼間 71,064  kWh     

 休日夜間 49,513  kWh     

小計  405,474  kWh     

合  計（合計は小数点以下切り捨て）  

 

 国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程（平成１６年規程第９０号）及び国立大学法人帯

広畜産大学物品供給契約基準（平成２２年基準４号）を熟知し，仕様書に従って上記の業務を実

施するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札します。 

 

 令和  年  月  日 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

競争加入者 北海道○○市○○－○－○ 

      ○○株式会社             

       代表取締役 ○○○○○       

 

代 理 人 北海道○○市○○－○－○       

○○株式会社             

     ○○支店長 ○○○○○ 印     



別紙様式２（③ 復代理人が入札する場合） 

 

入 札 書 

 

業務名  帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

 

入札金額（総価） 

 

金             円也（税抜） 

 

 

項  目 

Ａ 

予定数量 

Ｂ 

単価（税抜） 

Ｃ 

月数 

Ｄ 

力率 

金額（税抜） 

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ 

基本料金 

 契約電力   120 kW  12 0.85    

小計      

予定年間電力量料金 

 平日昼間 186,258  kWh     

 平日夜間 98,639  kWh     

 休日昼間 71,064  kWh     

 休日夜間 49,513  kWh     

小計  405,474  kWh     

合  計（合計は小数点以下切り捨て）  

 国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程（平成１６年規程第９０号）及び国立大学

法人帯広畜産大学物品供給契約基準（平成２２年基準４号）を熟知し，仕様書に従って上

記の業務を実施するものとして，入札に関する条件を承諾の上，上記の金額によって入札

します。 

 

 令和  年  月  日 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

競争加入者 北海道○○市○○－○－○       

      ○○株式会社             

       代表取締役 ○○○○○       

 

復代理人  ○○○○○ 印            

 



別紙様式２ 入札書記載例 

 

入 札 書 

 

業務名  帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

 

入札金額（総価） 

 

金 ８，０８０，８３２ 円也（税抜） 

 

 

項  目 

Ａ 

予定数量 

Ｂ 

単価（税抜） 

Ｃ 

月数 

Ｄ 

力率 

金額（税抜） 

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ 

基本料金 

 契約電力   120 kW 1,500.00 12 0.85   1,836,000.00 

小計     1,836,000.00 

予定年間電力量料金 

 平日昼間 186,258  kWh 15.55   2,896,311.90 

 平日夜間 98,639  kWh 15.55   1,533,836.45 

 休日昼間 71,064  kWh 15.05   1,069,513.20 

 休日夜間 49,513  kWh 15.05   745,170.65 

小計  405,474  kWh    6,244,832.20 

合  計（合計は小数点以下切り捨て） 8,080,832    

※ 基本料金の単価及び金額（力率１００％として力率割引８５％後の金額）は小数第３位を切り捨て 

小数第 2位まで表示。合計は小数点以下切り捨てで表示。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式３（① 社員等が入札のつど競争加入者の代理人となる場合） 

 

委 任 状 

令和  年  月  日  

 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

委任者（競争加入者） 北海道○○市○○－○－○       

           ○○株式会社             

            代表取締役 ○○○○○ 印     

 

私は，○○○○○を代理人と定め，下記の一切の権限を委任します。 

 

記 

 

 令和  年  月  日国立大学法人帯広畜産大学で行われる帯広畜産大学で使用する

電気一式（畜産フィールド科学センター）の一般競争入札に関する件 

 

 

 受任者（代理人）使用印鑑 

   

 

 

 

  

 

 

（注）これは参考例（様式及び記載内容）であり，必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 

 

 

  



別紙様式３（② 支店長等が競争加入者の代理人となる場合） 

 

委 任 状 

令和  年  月  日  

 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

委任者（競争加入者） 北海道○○市○○－○－○        

           ○○株式会社              

            代表取締役 ○○○○○ 印     

 

私は，下記の者を代理人と定め，貴学との間における下記の一切の権限を委任します。 

 

記 

 

受任者（代理人） 北海道○○市○○－○－○ 

          ○○株式会社 

           ○○支店長 ○○○○○ 

 

委任事項 １ 入札及び見積に関する件 

      ２ 契約締結に関する件 

      ３ 入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

      ４ 請負代金の請求及び受領に関する件 

      ５ 復代理人の選任に関する件 

     

委任期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

 受任者（代理人）使用印鑑 

   

 

 

 

  

 

（注）これは参考例（様式及び記載内容）であり，必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。  



別紙様式３（③ 支店等の社員等が入札のつど競争加入者の復代理人となる場合） 

 

委 任 状 

令和  年  月  日  

 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

委任者（競争加入者の代理人） 北海道○○市○○－○－○       

           ○○株式会社             

            ○○支店長 ○○○○○ 印     

 

私は，○○○○○を○○株式会社代表取締役○○○○○（競争加入者）の復代理人と定

め，下記の一切の権限を委任します。 

 

記 

 

令和  年  月  日国立大学法人帯広畜産大学で行われる帯広畜産大学で使用する

電気一式（畜産フィールド科学センター）の一般競争入札に関する件 

 

 受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 

   

 

 

 

  

 

（注） 

１ この場合，競争加入者からの代理委任状（復代理人の選任に関する委任が含まれ

ていること。）が提出されていることが必要であること。（別紙様式３②を参照） 

２ これは参考例（様式及び記載内容）であり，必要に応じ適宜追加・修正等（委任

者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 

  



別紙様式４ 参考見積書 

 

参 考 見 積 書 

 

国立大学法人帯広畜産大学 殿 

 

競争加入者 北海道○○市○○－○－○       

      ○○株式会社             

       代表取締役 ○○○○○       

 

 

業務名  帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター） 

 

見積金額（総価） 

金        円也（税抜） 

 

 

項  目 

Ａ 

予定数量 

Ｂ 

単価（税抜） 

Ｃ 

月数 

Ｄ 

力率 

金額（税抜） 

Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ 

基本料金 

 契約電力 120 kW  12 0.85    

小計      

予定年間電力量料金 

 平日昼間 186,258  kWh     

 平日夜間 98,639  kWh     

 休日昼間 71,064  kWh     

 休日夜間 49,513  kWh     

小計  405,474  kWh     

合  計（合計は小数点以下切り捨て）  

 

（注）これは参考例（様式及び記載内容）であり，必要に応じ適宜追加・修正等（委任者

が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 



電気需給契約書（案） 

 

発注者 国立大学法人帯広畜産大学（以下「甲」という。）と供給者    （以下「乙」とい

う。）との間において，「帯広畜産大学で使用する電気一式（畜産フィールド科学センター）」の

需給に関し，次の条項により需給契約を結ぶものとする。 

 

第１条 乙は，別紙の「帯広畜産大学で使用する電気一式 仕様書」に基づき，需要に応じて

安定的に供給し，甲は乙にその対価を支払うものとする。 

第２条 契約金額は，次のとおりとする。 

    基本料金単価（円／ｋＷ）   金   円  銭 

    電力量料金単価（円／ｋＷｈ） 平日昼間  金   円  銭 

                   平日夜間  金   円  銭 

                   休日昼間  金   円  銭 

                   平日夜間  金   円  銭 

    （いずれの額も消費税及び地方消費税を含む。） 

 

第３条 乙が電気を供給する場所及び期間は，次のとおりとする。 

    需給場所 帯広市稲田町西２線 11 番地（帯広畜産大学畜産フィールド科学センター） 

    契約期間 令和３年４月１日０時 00 分から 

令和４年３月 31 日 24 時 00 分まで 

第４条 乙は，本契約によって生じる権利若しくは義務を第三者に譲渡し，または継承させて

はならない。ただし，甲の承諾を得た場合はこの限りではない。 

第５条 甲の電気使用量は，都合により予定使用電力量を上回り，又は下回ることができる。 

第６条 契約電力を変更する必要があるときは，乙の責めに帰すべき理由により超過した場合

を除き，甲乙協議の上変更するものとする。 

  ２ 甲が前項の規定によらないで契約電力を超過した場合は，あらかじめ甲乙協議により

定めた契約超過金を乙に支払うものとする。但し，一般電気事業者が定める約款の契約

超過金の範囲内とする。 

第７条 税法の改正により，消費税等の税率変更があった場合には，本契約における消費税分

を含む代金額を変更することができるものとする。 

第８条 計量日は，原則として毎月１日とし，乙は計量日に記録された使用電力量等を読み取

り，甲の指定する職員の検査を受けなければならない。 

第９条 料金の算定は１月（前月の計量日から当月の計量日の前日までの期間をいう）毎に 

その使用電力量等によって行う。なお，料金に１円未満の端数があるときは，その端数

を切り捨てるものとする。 

第 10 条 乙は第８条で定めた検査終了後，仕様書に定める契約電力と第２条に定める契約金額

（基本料金単価）を乗じて得た額に力率による割増，割引額を加算した金額（以下「基

本料金」という。）及び当該月の使用電力量に第２条に定める契約金額（電力量料金単

価）を乗じて得た金額に燃料費調整額を加算又は減算した金額（以下「電力量料金」

という。）と再生可能エネルギー発電促進賦課金を加算して得られた額を１月毎に甲に

請求書により請求するものとし，甲は適正な請求書を受理した日から３０日以内に支

払うものとする。 

２ 前項の力率は，1 月の力率が８５パーセントを上回る場合は，その上回る１パーセ 



ントにつき基本料金を１パーセント割り引いた額とし，８５パーセントを下回る場合は，

その下回る１パーセントにつき基本料金を１パーセント割り増した額とする。 

第 11 条 燃料調整費額は，北海道を管轄とする旧一般電気事業者が定める算式によって算定さ

れた額を超えない範囲とする。 

第 12 条 再生可能エネルギー発電促進賦課金は，当該月中の電気使用量に北海道を管轄とする

一般送配電事業者が定める再生可能エネルギー発電促進賦課金を乗じた額とする。 

第 13 条 代金の請求書は，帯広畜産大学経理課に送付するものとする。 

第 14 条 契約保証金は，免除する。 

第 15 条 甲及び乙は，経済情勢の変動，天災地変，法令の改正または改廃その他著しい 

情勢の変更により，本契約に定める条件が不適当となったと認められる場合には，甲                                   

乙協議の上，本契約の全部又は一部を変更することができる。 

２ 前項の場合において，本契約に定める条項を変更する必要があるときは，甲乙協議の

上，書面により定めるものとする。 

第 16 条 この契約の締結及び電気の供給に係る手続きに要する費用は，原則乙の負担とする。 

第 17 条 乙は，この契約によって知得した内容を契約の目的外に利用し，または第三者に漏ら

してはならない。 

第 18 条 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当したときは，本契約の全部又は一部を解除する

ことができるものとする。 

（１） 乙が天災その他不可抗力の原因によらないで，電力の供給をする見込みのないと甲

が認めたとき。 

（２） 乙が正当な事由により解約を申し出たとき。 

（３） 本契約の履行に関し，乙またはその従業員，使用人等に不正な行為があったとき。 

（４） 前各号に定めるもののほか，乙が本契約条項に違反したとき。 

第 19 条 甲は，乙の責に帰すべき事由により本契約が解除された場合において，甲が損害を受

けたときは，損害賠償を請求することができる。 

第 20 条 本契約についての必要な細目は，国立大学法人帯広畜産大学契約事務取扱規程第２条

に定める物品供給契約基準によるものとする。 

第 21 条 この契約について，甲乙間に紛争を生じた場合，双方協議の上，これを解決するもの

とする。 

第 22 条 この契約に定めのない事項について，これを定める必要がある場合は，甲乙間におい

て協議して定めるものとする。 

第 23 条 この契約に関する紛争については，釧路地方裁判所帯広支部を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

 

上記契約の成立を証するため，甲乙は次に記名し，印を押すものとする。 

この契約書は２通作成し，双方で各１通を所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

                 甲 帯広市稲田町西２線１１番地 

                   国立大学法人帯広畜産大学 

                   契約担当役 事務局長 藤 波 豊 彦 

              

                 乙  

 




